
‭役員報酬‬

‭１．役員報酬の基本方針‬
‭当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るため、優秀な人財を確保するため‬

‭に相応しい報酬の水準を維持し、業績達成の動機づけとなる業績連動性がある短期インセン‬
‭ティブ（業績連動賞与）と株主の利益と連動した長期インセンティブ（譲渡制限付株式報‬
‭酬）を組み込んだ報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定の際は、各職責を踏まえた適正‬
‭な水準とする。‬

‭２．基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決‬
‭定に関する方針を含む。）‬
‭当社の取締役の基本報酬は、役位、職責などに応じて当社の業績、従業員給与の水準を考‬

‭慮し、総合的に勘案して年額を決定し、各月において支給する。なお、社外取締役の報酬は‬
‭基本報酬のみとする。‬

‭３．業績連動報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件‬
‭の決定に関する方針及び個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針を含む。）‬
‭事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、社外取締役を除く取締役を対象に、‬

‭業績連動賞与として、各事業年度の連結営業利益の目標値に対する達成度合いに応じて算定‬
‭される額（総額３億円以内）を、当該事業年度にかかる業績指標確定後、金銭をもって毎年‬
‭一定の時期に支給するものとする。但し、当該事業年度にかかる連結営業利益及び親会社株‬
‭主に帰属する当期純利益が目標値の50％以下となる場合には、業績連動賞与は支給しない‬
‭ものとする。‬

‭各取締役に対して支給する業績連動賞与の額は、会社業績と各取締役の個別業績の両方の‬
‭目標に対する達成割合を考慮して、基本報酬に対し０～30％程度の範囲となるように設定‬
‭するものとする。‬

‭なお、各業績指標の目標値は、毎事業年度の経営計画策定時に設定し、事業譲渡や株式取‬
‭得による子会社化等の環境の著しい変化に応じて社外取締役との協議により見直しを行う。‬
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‭４．非金銭報酬に関する方針の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期‬
‭または条件の決定に関する方針及び個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針‬
‭を含む。）‬
‭長期的な企業価値の向上に対する意識を高めるため、社外取締役を除く取締役を対象に、‬

‭自社株報酬として、年額４億円以内（１事業年度あたり普通株式４万株以内）を上限として‬
‭譲渡制限付株式を付与するものとする。‬

‭自社株報酬の報酬額に対する割合は、役職に応じて基本報酬の０～50％の範囲で、社外‬
‭取締役、代表取締役社長および人事担当取締役からなる指名報酬委員会での諮問を踏まえ‬
‭て、取締役会で取締役別の譲渡制限付株式の割当株式数を決議する。‬

‭当社と普通株式を引き受ける取締役の間で締結する譲渡制限付株式割当契約には、次の内‬
‭容を含む。‬
‭（ア）譲渡制限期間は割当日から当社又は当社子会社の取締役その他当社取締役会で定める‬

‭地位（以下「取締役等」という。）を喪失する日までの間とし、原則として譲渡制限期‬
‭間の満了時に譲渡制限を解除する。‬

‭（イ）対象取締役が、当社割当日の属する事業年度にかかる定時株主総会の終了時より前‬
‭に、当該対象取締役が、任期満了、死亡その他正当な理由により、当社又は子会社の取‬
‭締役等を退任した場合、譲渡制限を解除する株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、‬
‭必要に応じて合理的に調整する。‬

‭（ウ）当社は、上述（ア）又は（イ）の定めに従い譲渡制限が解除された直後の時点におい‬
‭て、なお譲渡制限が解除されていない割当株式を当然に無償で取得する。‬

‭５．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項‬
‭取締役の個人別の報酬額等の具体的内容は、代表取締役社長にその決定を委任する。委任‬

‭の権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の業績連動賞与の評価配分とする。‬
‭当該権限が適切に行使されるよう、代表取締役社長は、社外取締役、代表取締役社長及び人‬
‭事担当取締役からなる指名報酬委員会に諮問した結果を、取締役会に報告する。‬

‭以　上‬
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